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0)事業の現況

①施設

画

日

期

熊本県水上村

間

平成

林業集落排水事業

処理区域内人口密度
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カム後

平成

29

度
数)

処

年

28

占帖倣処理区.半成15年1聖(13年)

理

年度

処

区

3

[三亟三ヨ

フ.6人/h a

理

月

数

広域化・共同化・最適化
実施状況*1

^

場

1地区(古尾敷処理区)

村「広上剣ヒ」とは、・卸町務料1介による泓業尖施等の他の打治体との心朶統介、'抗域 F水遊への按莪を指寸_
門t1心化」とは、;妾数のn廿;作で典同して仙川寸、る長ι股の建,女0'n,"献粗1轟恕や述甥小挑都「1]「"にJ'dくものを含む)、だ、域化・jU司化を打1迅するための轟*!1iに」1「きJι
施寸る施,役の県矧K詫務品!リd巨Ⅱ力知)、'Ⅱ務の・部を北同して管凹!・執行司、る場介(11令撒収七亨の'Ⅱ必のイ邦を,,祁水務瓢1介に上って尖施、とる燃合等)を指t
「最辿化」とは、①他の,Ⅱ業との統廃介、②公共下永・梁排、寸,化槽才の芥孤処皿施設の中から、地凹!約・社会仂条件に応じて址逸なものを進択tる二と(処理区の靴焼介を
含む)、③施没の統旋介(処刑区の統焼介を作わない)を指t、

数

平成

1箇所(古船敷地区林業集落排水処N施設)

法適(全部適用・一部適用)
非適の区分

②使用料

平成15年度ボまでに、林業集落の生産、生活環境の向上を図るため、林業集落排水事業による施
設黎備が完rしています。今後は、人Πの減少等に鑑み、施設の部才寺管理について最適化による施
設の縮小及び市町村設置型沖化椚への検討も行っていきます。
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一般家庭用使用料体系の
概要考え方

ノノ1

年度

域
接
水道
の

非適用

への
^

jよ本判・:一世揣当り 1,440円
人員仰上世帯員1人当り 480円
(適用範囲:一般世帯・個人経営の店舖等)

業務用
概要

邦上し

使用料体
考え

J'本料; 1,44 0円
人員習上 1人当り480円
業務料金:5,720円
(適用範開:事業所A (旅館、民宿 U佼客人員30人以上)))
J'本料:1,440円
人員省上 1人当り480円
業枋料令:1,910円
(適用鮑開:事業所3 (旅館、民宿(収容人員3 0/、未満)))
玉モ本料:1,440 門
人員仰上 1人当り4 80円
業務料・令:9 6 0 羽
(適用範開:事業所C (飲食店、美容室、理髪店))
j'本料:1,44 0 門
人員仰上 190円
業務料・金:9 6 0円
(適用鞄開:事業所D (事務所(製材所、スタンド、診療所、郵便局)))

系の
方

その他の使用料体系の
概要考え方

例上
20

過去 3

*2 条例上の使用科とは、一般家庭における20m'あたηの使用料をいう。
*3 実質的な使用料とは、科金収入の合計を有収水量の合計て除Lた値に201寸を乗じたもの(家庭用のみでなく業務用を含む)をいう。
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③組織

職

事業運営組織

員

(2)民間活力の活用等

数

建設課は、平成28年度現在課長以、ド5人体制であり、業務は公共士木、森林士木、農業士木、簡
易水道事業、村営住宅事業、ド水道事業、農業集落排水事業、林業集落排水事業、浄化袖事業を染
務しています。職員給与の予算措置については、一般会計に5人、簡易水道事業特別会計に1人を
置いている状況です。

民間活用の状況

課の総括:課長・公共士木:1人・森林士木、
化椚事業1人・簡易水道、村営住宅:2人

資産活用の状況

ア民問委託
(包括的民問委託を含む)

イ指定管理者制度

*4 「エネルギー利用」とは、下水汚泥・下水熟等、下水道事業の実施に伴い生じる資源(資産を含む)を用いた収入増につながる取組を指t。
朽「士地・施設等利用」とは、士ナ也建物等、下水道事業の実施に不可欠な資産を用いた、収入増につながる取組を指す(単純な売却は除く)。

(3)経営比較分析表を活用した現状分析 ※別紙1のとおり

※直近の経営比較分析表(「公営企業に係る「経言比較分析表」の策定及ぴ公表についてX公営企業三課室長通知山による経営比較分析表)を添付すること。

ウ PPP・PFI

百

平成27年度に策定・公表した平成26年度決算「経営比較分析表」を添付しています。
本村の現状としまして、類似団体と比較しますと、水洗化率については平均を超えていますが、料・金収入だけでは健全な経鴬が
剛難であり、一般会計からの繰入金に依存している状況だが、高齡化や過疎化により水洗化卓、料令収入の大幅な増加は今後も
見込めないと予想されます。
また、施設利用卓も類似団体平均値から人幅に低いことから、人Π減少が人きな原因と思われます。

アエネルギー利用
(下水熱・下水汚泥・発電等)*4

イ士地・施設等利用
(未利用土地,施設の活用等)朽

ト水道事業、農集排、林集排

保守点検業務及び紲持管理業務を民間業者に委託しています。

定期的に機能イ呆令調杏及び機能診断評価を実施し、今後の施設維持について改築史新を実施するか、市町村設置型合併浄化桷に
移行するか等のコスト比較等の検討を行い、適正な投資計画を実施していきたいとぢえております。

2

本村は、球磨川最_上流に位置するため、リ11にから環境保令、水質保全"をコンセブトに他町村に先廓けて、、ド水道黎備に取り
組んできました。その結果、村内の河川の水質は、分析データからも年々向 1二しており、確実に環境保全、水質保全に寄与して
おります。
今後は、設備投資の起債償還令、緋持管N費を冴えた場合、施設紬持のための財政的な方策が課題となっておりますが、環境保
・水質保令のために区域内の、ド水道接続率の向上を推進するとともに、林業集落排水施設の適正な雜持管理と今後の施設の在
り方を検討し、染落散征地域については、合併処理浄化柚黎備事業により施設落備を行い、水上村令域での環境保令・水質保令
に努めていきます。
只体的な施策としまして、以ドの4点により適正な経鴬を図っていきます。
1.林業集落排フK施設の適正管Nについて、住民への杵発活動を行い、適止な雜持管Nでの林業集落ぢb」く事業特別会計の独立採
算性を確保します。

2。林業条落排水施設の黎備改良、機能保全及び老朽化対策、併せて施設の最適化を図っていきます。

3.林業集沼排水への加入促進を図り、接続率の向凶こ努めます。

4.合併処理浄化椚藥備事業の推進を図ります。

当'の

百

1人・農業士木、浄

該当無し

該当無し

該当無し

3
JI'

該当無し

(1)投資・財政計画(収支計画):別紙 2 のとおり

※赤字がある場合には(3)において、その解消方法が示されていることがE、要

(2)投資・財政計画(収支計画)の策定に当たっての説明

①収支計画のうち投資についての説明



②収支計画のうち財源についての説明

当事業における主な収益的収入は、林集排使用料・、営業外収益、一般会計繰入金となっています。
使用料については、少子局歯討ヒ、岩者の流出等で年々減少傾向となることを想定していますが、落備区域内の未接続世惜の加入
促進や新規加入促進に努め、減収を抑えていきたいと吉えています。
本村の特定環境公共ド水道事業、ド水道料令の将来推計値は、関表1のとおりです。
【推計方法】
・平成25年度~平成27年度のド水道使用料・及び有収水量実績値から3力年の平均単価を算出(1金あたり184円)。
・平成29年度以降の年間打収水蛾推計値に平均単価(111{あたり184円)を乗じて使用料収入を推計。
・処理人Π及び年間イi収水量の推計については、それぞれの平成28年度実績値に、圃立社会保障・人U問題研究所が推計した
本村の人11減少率(H2 9 ~H3 2 までは年△1.66%、 H3 3 ~H3 7 までは年△1.別%)を乗じて算1Ⅱ。

【図表1 使用料収入の推計】

年度

H28

H29

H30

処理人口

H31

H32

H33

H34

H35

年問有収水量(A)n;

49

H36

48

③収支計画のうち投資以外の経費についての説明

H37

47

46

営業喪用に関する事項
施設の老朽化に作い、適切な雜持管理を随時計向します。
また、処理区内人Πの減少を鑑み、施設紳.持費の削減等を踏まえ、施設の縮小化及び市町村設置型浄化椚化等を今後の検討課題
としていきます。
ド記の費用については、平成30年度以降より、直近の実紬額(平成25年度~平成27年度の平均)で算定しています。
・動力賢に関する事項 (48 5, 0円)00

・修繕費に関する事項 0円)( 1 4 1, 00

・委託費に関する事項 a,200, 0円)00

45

44

43

4.466

42

4.391

使用料収入(B)円

41

4.318

40

4,246

4,175

4098

4.022

3.947

811,746

3

3,874

807.944

3,802

Irr;当り使用料

(B)ノ(A)円/rH

(1)において、純損益(法適用)又は実質収支(法非適用)が計画期間の最終年度で黒字とならず、赤字が発生している場合には、赤字
の解消に向けた取組の方向性、検討体制・スケジュールや必要に応じて経費回収率等の指標に係る目標値を記載すること。

*(1)において黒字の場合においても、投資・財政計画(収支計画)に反映司、ることができなかった検討中の取組や今後検討〒定の取組について、その
内容等を記載寸ること。

①今後の投資についての考え方・検討状況
*処理区ごとに考え方が異なる場合は、処理区ごとに記載すること

794,512

781.264

768,200

754.032

740.048

百

726,248

181

712,816

184

699,568

184

184

184

184

広域化・共同化・最適化に関する事項

184

184

の

184

184

^

投資の平準化に関する事項

②今後の財源についての考え方・検討状況

民間活力の活用に関する事項
(PPP/PF1など)

の の

今後各施設の老朽化等による建井えが生じる際は、施設の縮小及び市町村設置型
浄化椚への移行を含め最適化の検討をして行ぐ必要があります。

使用料の見直しに関する事項

資産活用による収入増加
の取組について

今後都才寺管理計向を作成し、適止な投資を図っていきたいと検討します。

③投資以外の経費についての考え方・検討状況

現在、民間活力の活用に関する事項は検討していません。

民問活力の活用に関する事項
(包括的民間委託等の民間委託、指定管理者制

度、 PPP/PF1など)

その他の取組

消費税の増税に作い、林業条迭排水使用料・を改定するかは今後の検討課題です。

料金収入だけでは賄いきれず、一般会計からの繰入に依存しているため、今後の
検i七県題です。

職員給与費に関する事項

建設改良費に当たっては、岡の補助事業の活用や交付税措置の有不1リ山起債の借入
等、
適切な財源確保について検討しています。

動力費に関する事項

現時点では検討していませんが、今後の検討課題です。

該当無し

設備機器の適止な運用を図り、コスト縮減に努めて行きます。

百



修繕費に関する事項

委託費に関する事項

4.経営戦略の事後検証、更新等に関する事項

その他の取組

供用開始から13年を経過している処N施設もあるため、
今後、史に修繕費等が増加することが懸念されます。
早期に黎備計画を住て計画的に修繕を行っていく必要があります。

戦略の事後検
等に関する

現在、施設の保'丁点検消掃業務を等単年度契約で実施しているところですが、複
数年の業務委託契約とすることにより、費用が抑制出来るかを今後検討し、経費
の削減、効率化に努めます。

本村では、住民の高齢化が進んでおり、林業黛落排水施設への新規加入率が伸び
悩んでいる状況です。
今後は加入促進を進めていくとともに、収納卓向上(剰吋寺)など財源確保につな
がる経費について、費用対効果を検証しつつ、取り組んで行きます。

今後雜持管理計向を早期に策定し、
す。

3年を門途に経営戦賂を見直したいと冴えておりま
、
項

二
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1

様式第2号(法非適用企業)

分

( 1 )

総

(2)

収

( 1 )

総

他

収

(2)

収

前々年度

(決算)

益(A)

益(B)

収 益(C)

前年度

6,237

畷ヨ

( 1 )

他

849

(2)

846

うち

(3)

5,495

用①)

払

本年度

他

(4)

他

5,388

756

(5)

他

5,388

755

(6)

時借入金利

4,190

(フ)

利

29年度

3,091

4,739

814

2,483

(都道府県)

( 1 )

(A)ー(D)

4,739

812

5,038

30年度

(2)

2,650

2,483

3,376

810

(3)

2,076

3β76

808

(4)

608

入(F)

(E)

(5)

4,732

608

他

31年度

2,610

化

2,076

他

4,228

797

^
^

方

仟

2,066

却

4,228

3,146

795

574

号

^
^

つ

収支差引

口

4,729

574

代

32年度

債

ち職

3,004

2,066

3,935

^

783

2,489

期借入金返

3,935

2β45

781

544

償

ノ、、

5,040

544

^

貝

33年度

2,664

出(G)

2,489

3,946

給

他

フ70

2,180

3,946

768

1,580

515

4,730

繰

515

34年度

2,634

2,180

(F)ー(G)

4,270

756

(H)

3,528

2,180

4,270

2,034

754

484

4,730

484

35年度

2,911

3,528

2,180

他

3,974

742

1,97フ

2,489

①

3,974

2,068

740

454

(単位:千円,%)

5,040

454

36年度

△ 3,528

2,570

1,97フ

2,489

3,988

728

2,006

2,180

3,988

726

2,095

422

4,731

422

37年度

△ 1,97フ

2,538

2,006

2,180

4,312

715

2,036

2,180

4,312

713

2,129

390

4,732

390

△ 2,006

2β14

2,036

2,180

4,016

702

2,066

2,489

4,016

700

2,160

358

358

△ 2,036

2,472

2,066

2,489

4,030

2,097

2,180

4,030

2,192

325

325

△ 2,066

2,437

2,097

2,180

2,180

2,128

2,226

292

292

△ 2,097

2,128

2,180

2,160

2,259

257

257

△ 2,128

2,160

2,193

2,295

△ 2'160

2,193

2,226

△ 2,193

2,226

2,259

△ 2,226

2,259

2,293

△ 2,259

2,293

△ 2,293

会計繰入

イ受託工事

ち退職手当

ア料

ウそ

イそ

ア職

うち資本費平準

イそ

補助金

ア支

収支差

固定資産売

与費

"金

還金

出金



様式第2号(法非適用企業)

区

収支再差

積

前年度からの繰越金

前年度繰上充用金

形

翌年度

実

式

引

金

年

質収

(N)ー(0)

収

赤

ノ＼

字

収益的収支比

繰り越すべき財源(0)

支

地方財政法施行令第16条第1項により算定した
額資 金 足不の

(E)+①

比

度

支

営業収益

黒

率

(d)ー(K)+(D-(M)(N)

赤

前々年度

(決算)

方財
金 、

健全化法施行令第16条により算定した
,'号_資 不足,,の

(J)

(K)

健全化法施行規則第6条に規定する
解消可能資金不足、

(D

投資唄オ政計画
(収支計画)

政法によ
の比

△ 382

前年度

(M)

受託工事収益

唆ヨ

健全化法施行令第17条により算定した
事 の

字(P)

健全化法第22条により算定した

資 比、'不 ニ{

444

字(Q)

X I00 )

0他会計繰入金

本年度

868

4,030

X I00 )

62

地

^
ユミ

60

△ 426

62

(B)ー(C)(S)

・十

29年度

((R)/(S)× 100)

方

928

区

(R)

928

1,480

収益的収支分

928

入

仟

△2

30年度

分

502

4,016

金

資本的収支分

502

(T)

502

849

残

残

((T)/(V)× 100)

31年度

(U)

500

2

年

(V)

500

500

756

△2

32年度

うち基準内繰入金

502

度

うち基準外繰入金

(W)

502

502

814

(X)

うち基準内繰入金

33年度

うち基準外繰入金

500

39,159

500

前々年度

(決算)

500

810

34年度

501

37,182

501

501

797

前年度

5β88

△1

35年度

畷ヨ

501

4,136

35,17フ

1,252

501

501

783

(単位:千円,%)

4,739

36年度

本年度

500

2,551

33,140

2,188

500

5,388

500

フ70

3,376

37年度

29年度

500

2,550

31,074

500

4,739

826

500

756

4,228

30年度

500

2,551

2

28,976

1,67フ

500

3β76

500

742

3,935

31年度

502

2,550

26,848

1,385

4228

502

728

3,946

32年度

2,551

24,688

1,395

3,935

715

4,270

33年度

2,550

22,495

1,720

3,946

702

3,974

34年度

2,550

20,269

1,424

4,270

3,988

35年度

2,551

18,010

1,437

3,974

4,312

36年度

(単位:千円)

2,551

15,717

1,761

3,988

4,016

37年度

2,551

1,465

4,312

4,030

2,550

分

.
)
(
A
+
(
)

立

率

高

高

地
資

他

計合

る
率



別紙1

熊本県水上村

務名

法非適用

資金不足比率1%】

業種名

下水道事業

自己資本構成比率{%}

該当数値なし

110 00

105 00

100 00

①収益的収支比率1%1

" 00

,0 00

訪 00

当該値

平均値

事業名

特定環境保全公共下水道

普及率1%)

44.36

加

鮎 31

H24
105 72

120 00

100 00

き0 00

印 00

'0 00

20 伽

0伽

当該値

早均仙

「単年度の収支」

似団体区分

D3

有収率1%)

100 00

匡凝費回収率{%】

^
^

②累積欠金比率1%)

曇■^^

1か月20m1当たり家庭料金{円}
3,110

爵
1誌ι0

駝的

経営比較分析表

該当数値なし

^

経の健全性・効率性

N

10亀3,

51 乃

H

ι5 30

53 01

「料金水凖の適切性」

350 00

300 00

250 00

200 00

150 00

100 00

50 00

0 00

当該値

早均値

"0 ι1

50 5'

「積欠損」

人口(人)

2,323

区域内人口{人j

1.015

処

,' 13

的詑

⑥汚水処理原価{円】

①有形固定資産減価償却率(%)

③流動比率1%}

誹

"6 51

300 52

面積恢酌
190 96

処理区面積化 1}
0 38

該当数値なし

該当数値なし

12440

310 47

【250 2"

j 用止と類似団体区分が同じため、収益的収支比'の類団平.を示していせん
平成23年度から平成25年度における各指標の類似団体平均値は、当時の事業數を基に算出していますが、企業債残高対事業規比率及び管渠改善牢については、平成26年度の事業数を基に類似団体平均値を算出しています.

椛
155 "

2" 3,

「費用の効牢性」

全体の減価償却の状況」

40 00

35 00

30 00

25 00

20 00

15 00

10 00

5 00

0舶

当該値

早均価

1'
126 き1

310 3'

人口密度(人ノk酌
12.16

区域内人口密度{人ノk釣
2,671.05

「支払能力」

2 000 00

1 き伽 00

1 '伽 00

1 '00 00

1 を00 00

1 000 00

き00 00

'00 00

'00 00

200 00

000

当該値

平均値

処

④企業債残高対事業規模比率1%j

n9 45

33202

⑦施利用率1%}

2.老朽化の状況

②渠老朽化率{%}

"器

闘M

部

0 00

1 き35 56

グラフ凡例
■当該団体値該値

顕似団体平均値(平均)

n 平成27年度全国平均

分

1.経営の健全性・効率性について

料金収入だけでは健全な経営が困難であり、一般
会計からの繰入金に依存している状況だが、高跳化
や過疎化により水洗化牢、料金収入の大な増加は
今後も見込めないと予想される.

4

3' 67

H14
0 00

1 716 ι2

全体総括

今後は接続率の向上による適正な使用料の保に
努め、事業継続に向けた対策を検討してく必要があ
る.

【1.'57 06】

郵

3' 20

該当数値なし

0 00

1 554 05

100 00

,0 00

肋 00

70 伽

印 00

50 00

40 00

30 00

即舶

10 舶

0伽

当該佳

平均値

の効率性」

1'

「債務残」

3' 74

芥
0 00

1 '11 "

⑧水洗化率1%1

^

「渠の経年化の状況」

0伽

1 673 '1

^

齢

"悦

71 62

0 30

0 25

0 を0

0 15

0 10

0 05

000

当該価

早均価

椛4
鮎 5'

71 2'

"5

ι7 65

71 01

「使用料対の捕捉」

川

0 00

0 26

③

訪

艶悦

70 1'

改率1%)

診ι5

能船

2.老朽化の状況について

平成28年度及び平成却年度の2力年で下水道ス
トックマネジメント本計画を策定する予定で、計
画的な改築・更新を図っていく.

0 00

0 05

を'

0伽

0 05

「渠の更新投資・老朽化対策の実状況」

0伽

0 07

Ⅲ

0 00

0帖

一
=
=

屋
■+
里


